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45 45 36 36 9 25.0 100.0 3 224 227

45 45 36 36 9 25.0 100.0 3 224 227

14 14 9 9 5 55.6 31.1 45 45

食 料 品 5 5 3 3 2 66.7 11.1 16 16

木 材 木 製 品 1 1 -1 4 4

紙 ・ パ ル プ 1 1 1 1 2.2 1 1

窯 業 ・ 土 石 7 7 1 1 6 600.0 15.6 4 4

金 属 ・ 機 械 2 2 -2 13 13

そ の 他 1 1 1 1 2.2 7 7

6 6 8 8 -2 -25.0 13.3 46 46

土 木 工 事 業 5 5 5 5 11.1 27 27

建 築 工 事 業 1 1 2 2 -1 -50.0 2.2 11 11

木 造 建 築 業 6 6

設 備 工 事 業 1 1 -1 2 2

5 5 1 1 4 400.0 11.1 1 12 13

3 3 1 1 2 200.0 6.7 4 4

2 2

2 2

8 8 5 5 3 60.0 17.8 25 25

2 2 1 1 1 100.0 4.4 7 7

7 7 11 11 -4 -36.4 15.6 2 81 83

 本統計は、労働者死傷病報告（休業４日以上）により集計したものです。

業種別労働災害発生状況（その１）
令和６年分（３月末現在）
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建 設 業

道 路 貨 物 運 送 業
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漁 業

土 石 採 取 業

林 業

令和５年（確定）対前年

港 湾 荷 役 業

全 産 業 合 計

　　　　 　区分
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令和６年 業種
割合

（％）

前年同期
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農 業 4 4

畜 産 業 1 1 -1 1 1

水 産 業

理 美 容 業

そ の 他 の 商 業

金 融 業

広告・あっせん業

映 画 ・ 演 劇 業

通 信 業 3 3 -3 7 7

教 育 ・ 研 究 業 2 2 2 4.4 5 5

医 療 保 健 業 1 1 1 1 2.2 14 14

社 会 福 祉 施 設 2 2 4 4 -2 -50.0 4.4 37 37
その他の保健衛生業

旅 館 業

飲 食 店 2 2 -2 5 5

ゴ ル フ 場 1 3 4
その他の接客娯楽業 2 2 2 4.4

警 備 業
情報処理サービス業

官 公 署

派 遣 業

そ の 他 1 5 6
※　本表は、前表の「その他の事業」の業種内訳である。

その他の事業（合計）

内

訳

お
知
ら
せ

■労働災害発生状況（３月計上分１６件）
　製造業５件（食料品１、土石３、その他１）、道路貨物運送業４件、建設業１件（建築）、その他の
運輸業１件、卸小売業１件（小売）、その他の事業４件（教育１、医療１、社会福祉施設１、その他の
接客１）。
■冬季（１～３月）は前年同期の１．２５倍に労働災害が増加しました。事故の型では「転倒」が６
割、「墜落、転落」が２割を占め、冬型の労働災害が多発しました。業種別には土石製品製造業、道路
貨物運送業が増加しました。
■法令改正（令和６年４月１日施行）
　「化学物質」を取り扱う全ての事業場に化学物質管理者の選任が必要になります。
■建設業着工期労働災害防止運動（４月～６月）

業種別労働災害発生状況（その２）
令和６年分（３月末現在）
　　　　　区分

　業種別

令和６年 前年同期 対前年 業種
割合
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